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政 策

国
土
交
通
省
関
係
予
算
・ 

施
策
の
あ
ら
ま
し

　

国
土
交
通
省
関
係
の
平
成　

年
度
予

１６

算
案
の
う
ち
、
一
般
会
計
分
は
、
総
額

６
兆
７
、
４
３
６
億
円
で
、
対
前
年
度

比
１
、
８
６
３
億
９
０
０
万
円
、
約
３

％
減
と
な
っ
た
。
ま
た
、
財
政
投
融
資

計
画
は
４
兆
５
、
１
６
１
億
円
で
、
同

２
兆
１
９
０
億
円
、
約　

％
減
と
な
っ

３１

て
い
る
。

　

こ
の
ほ
か
Ｎ
Ｔ
Ｔ
無
利
子
融
資
の

「
開
発
利
益
吸
収
型
」（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
―
Ａ
型
）

７
０
４
億
円
及
び
Ｎ
Ｔ
Ｔ
事
業
償
還
時

補
助
等
２
、
５
１
１
億
円
が
計
上
さ
れ

て
い
る
。

　

ま
た
、
災
害
関
係
、
行
政
経
費
等
を

除
い
た
一
般
公
共
事
業
費
は
、
２
、
０

２
９
億
円
減
の
６
兆
３
０
７
億
円
と

な
っ
て
い
る
。

　

な
お
、
社
会
資
本
整
備
重
点
計
画
法

に
基
づ
き
九
本
の
事
業
計
画
（
道
路
、

交
通
安
全
施
設
、
空
港
、
港
湾
、
都
市

公
園
、
下
水
道
、
治
水
、
急
傾
斜
地
、

海
岸
）
を
一
本
化
し
た
社
会
資
本
整
備

重
点
計
画
（
平
成　

年　

月　

日
閣
議

１５

１０

１０

決
定
）
の
策
定
等
を
踏
ま
え
、
社
会
資

本
整
備
を
推
進
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　

ま
た
、
三
位
一
体
の
改
革
と
し
て
、

「
地
方
に
で
き
る
こ
と
は
地
方
で
」を
基

本
に
国
庫
補
助
負
担
金
を
廃
止
、
縮
減

（
公
共
事
業
関
係
費
で
は
、
約
３
、
２
５

０
億
円
）
を
実
施
し
、
従
来
の
補
助
金

と
は
全
く
異
な
る
、
市
町
村
の
自
主
性

や
裁
量
性
を
追
求
し
た
「
ま
ち
づ
く
り

交
付
金
」
を
創
設
す
る
。

　

事
業
別
で
み
た
概
要
は
次
の
と
お
り

で
あ
る
。

〔
道
路
関
係
〕

　

平
成　

年
度
の
道
路
整
備
事
業
予
算

１６

は
、
対
前
年
度
比
４
％
減
の
３
兆
１
、

７
８
１
億
円
（
一
般
会
計
繰
入　

２
兆

３
、
３
１
６
億
円
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
―
Ａ
型
よ

り
６
９
６
億
円
、
揮
発
油
税
直
入
額

７
、
０
７
２
億
円
、
貸
付
金
償
還
金
等

６
９
７
億
円
）
が
計
上
さ
れ
た
。

　

内
訳
は
、
一
般
道
路
事
業
３
兆　

億
２５

円
（
同
３
％
減
）、
有
料
道
路
事
業
１
、

７
５
６
億
円
（
同　

％
減
）
で
、
財
政

１５

投
融
資
資
金
等
は
、
３
兆
１
０
９
億
円

（
同
６
％
減
）
と
な
っ
て
い
る
。

　

社
会
・
経
済
の
活
性
化
と
暮
ら
し
の

向
上
を
図
る
た
め
、「
成
果
主
義
の
道

路
行
政
」
を
目
指
し
、
既
成
の
枠
に
と

ら
わ
れ
な
い
幅
広
で
メ
リ
ハ
リ
の
効
い

た
施
策
を
展
開
す
る
と
し
て
い
る
。

　

主
要
事
項
と
し
て
、
①
地
方
道
路
整

備
臨
時
交
付
金
に
つ
い
て
、
個
別
事
業

の
実
施
を
地
方
の
自
由
裁
量
に
委
ね
、

パ
ッ
ケ
ー
ジ
と
し
て
の
計
画
目
標
の
達

成
度
を
事
後
評
価
す
る
仕
組
み
に
改
革

す
る
。
②
よ
り
効
果
的
、
効
率
的
か
つ

透
明
性
の
高
い
道
路
行
政
に
転
換
す
る

た
め
、
道
路
行
政
に
「
成
果
主
義
」
を

取
り
入
れ
る
こ
と
と
し
、
道
路
整
備
特

特　集 

平 平 平 成 成 成 
161616
年 年 年 
度 度 度 
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政 策

別
会
計
の
予
算
費
目
に
つ
い
て
従
来
の

道
路
種
別
に
基
づ
く
構
成
か
ら
成
果
を

重
視
し
た
構
成
へ
転
換
す
る
。
―
等
を

行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

〔
下
水
道
・
公
園
関
係
〕

　

下
水
道
事
業
は
、
対
前
年
度
比
６
・

０
％
減
の
８
、
２
９
０
億
円
が
計
上
さ

れ
た
。

　

主
な
事
業
と
し
て
、
合
流
式
下
水
道

緊
急
改
善
事
業
の
拡
充
と
し
て
、
地
域

特
性
に
応
じ
た
改
善
手
法
の
選
択

（
ロ
ー
カ
ル
ル
ー
ル
の
導
入
）が
可
能
と

な
る
よ
う
、
雨
水
浸
透
施
設
及
び
雨
水

放
流
き
ょ
を
補
助
対
象
施
設
に
追
加
―

等
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

都
市
公
園
事
業
は
１
、
３
０
９
億
円

（
同
６
％
減
）が
計
上
さ
れ
た
。
主
な
事

業
と
し
て
、
①
立
体
公
園
・
借
地
公
園

の
整
備
の
推
進
、
②
広
域
避
難
地
と
な

る
防
災
公
園
の
対
象
地
域
の
拡
充
、
③

国
営
公
園
の
入
園
料
に
係
る
制
度
の
充

実
―
等
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

〔
河
川
関
係
〕

　

治
水
関
係
事
業
予
算
は
、
災
害
復
旧

分
等
も
含
め
て
対
前
年
度
比
４
・
０
％

減
の
１
兆
９
３
２
億
円
が
計
上
さ
れ

た
。

　

内
訳
は
、
治
水
事
業
の
河
川
が
同

７
・
０
％
減
の
４
、
７
７
６
億
円
、
ダ

ム
が
同
１
・
０
％
減
の
２
、
６
４
０
億

円
、
砂
防
が
同
４
・
０
％
減
の
１
、
７

５
７
億
円
、
急
傾
斜
地
崩
壊
対
策
等
事

業
が
同
６
・
０
％
減
の
３
９
４
億
円
、

海
岸
事
業
が
同
６
・
０
％
減
の
２
７
４

億
円
と
な
っ
て
い
る
。

　

主
な
事
業
と
し
て
、
河
川
事
業
で

は
、
①
一
級
河
川
、
二
級
河
川
の
各
統

合
補
助
金
の
統
合
、
②
統
合
準
用
河
川

改
修
費
補
助
の
創
設
、
③
地
震
・
高
潮

等
対
策
河
川
事
業
の
創
設
―
等
を
行
う

こ
と
と
し
て
い
る
。

　

海
岸
事
業
で
は
、
①
災
害
弱
者
対
策

事
業
の
創
設
、
②
総
合
的
な
津
波
・
高

潮
災
害
対
策
の
強
化
事
業
の
拡
充
、
③

い
き
い
き
・
海
の
子
・
浜
づ
く
り
の
拡

充
（
安
全
情
報
伝
達
施
設
の
整
備
の
追

加
）
―
等
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

〔
住
宅
関
係
〕

　

住
宅
局
関
係
で
は
、
対
前
年
度
比

６
・
０
％
増
の
１
兆
１
、
０
５
２
億
円

が
計
上
さ
れ
た
。

　

財
政
投
融
資
資
金
等
に
つ
い
て
は
、

同
３
％
減
の
７
兆
９
、
７
５
５
億
円
と

な
っ
て
い
る
。

　

住
宅
建
設
戸
数
は
、　

万
４
、
８
０

４０

０
戸（
対
前
年
度
比
９
万
５
０
０
戸
減
）

で
、
う
ち
公
営
住
宅
数
は
、
４
万
７
、

０
０
０
戸
（
前
年
同
数
）、
高
齢
者
世
帯

向
け
賃
貸
住
宅
は
２
万
３
、
０
０
０
戸

（
前
年
同
数
）
と
な
っ
て
い
る
。
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政 策

平成１６年度国土交通省関係予算総括表（国費）
（単位：百万円）

備　　　　　　　　　　　　考
対前年度倍率
（B／A）

平成１６年度
概算決定額
（B）

平成１５年度
予　算　額
（A）

事　　　　　　　　項

１．本表は、沖縄振興開発事業費の国土
交通省関係分を含む。

２．概算決定額の治水には道路関係社会
資本として２８，０００百万円を含む。

３．本表のほかに、
（１）社会資本整備事業調整費
 １２，０００百万円
（２）景観形成事業推進費
 ２０，０００百万円
（３）道州制北海道モデル事業推進費
 １０，０００百万円
（４）都市再生プロジェクト事業推進費
 １０，０００百万円
等がある。

４．本表のほかに、概算決定額には、ＮＴ
Ｔ－Ａ型７０，４０９百万円及びＮＴＴ事
業償還時補助等２５１，１６５百万円があ
る。

５．前年度予算額は、概算決定額との比
較対照のため組替えて掲記してある。

６．計数は整理の結果異動することがあ
る。

０．９５１，００７，０４３１，０６１，１０４治 山 治 水

０．９５９５０，６３６１，００１，００８治 水

０．９４５６，４０７６０，０９６海 岸

０．９４１，７７４，８２５１，８８３，３５０道 路 整 備

０．９８５６４，４１２５７４，８６２港 湾 空 港 鉄 道 等

０．９４２７７，０８７２９４，４４４港 湾

１．０７１６４，３８０１５３，５５０空 港

０．９３４８，７６０５２，３８９都 市 ・ 幹 線 鉄 道

１．００６８，６００６８，６００新 幹 線

０．９５５，５８５５，８７９航 路 標 識

１．０２１，７２４，４０６１，６９４，２５８住 宅 都 市 環 境 整 備

０．９４８７４，６３７９３１，０９０住 宅 対 策

１．１１８４９，７６９７６３，１６８都 市 環 境 整 備

１．６１２１２，３８９１３１，５９２市 街 地 整 備

１．００５５６，８２５５５５，３７０道 路 環 境 整 備

１．０６８０，５５５７６，２０６都 市 水 環 境 整 備

０．９４９６０，０１７１，０２０，０７３下水道水道廃棄物処理等

０．９４８２９，０９３８８１，２３４下 水 道

０．９４１３０，９２４１３８，８３９都 市 公 園

０．９７６，０３０，７０３６，２３３，６４７一 般 公 共 事 業 計

１．００５３，４４９５３，４４９災 害 復 旧 等

０．９７６，０８４，１５２６，２８７，０９６公 共 事 業 関 係 計

０．９９２４，１９４２４，４３３官 庁 営 繕

０．９６２０，３４６２１，１６１そ の 他 施 設

０．９７６，１２８，６９２６，３３２，６９０公 共 投 資 関 係 計

１．０３６１４，９０３５９７，２１４行 政 経 費

０．９７６，７４３，５９５６，９２９，９０４合 計
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政 策

平成１６年度国土交通省関係財政投融資計画総括表
（単位：百万円）

備　　　　　　　　　考
対前年度倍率
（B／A）

平成１６年度
概算決定額
（B）

平成１５年度
予　算　額
（A）

区　　　　　　　　分

１．都市基盤整備公団及び地域振興整備公団の平成
１６年度事業は、都市基盤整備公団を廃止し、地
域振興整備公団の地方都市開発整備部門と統合
し設立される独立行政法人都市再生機構（平成
１６年７月１日設立）に承継される。

２．地域振興整備公団は、地方都市開発整備など業
務分である。

３．独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
は、民鉄線事業分及び共有船建造事業分であ
る。

４．独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
の前年度は、日本鉄道建設公団及び運輸施設整
備事業団分を含む。

５．成田国際空港株式会社（平成１６年４月１日設立）
の前年度は、新東京国際空港公団分である。

６．空港整備特別会計は、東京国際空港沖合展開事
業分及び東京国際空港再拡張事業分である。

７．独立行政法人水資源機構の前年度は、水資源開
発公団分を含む。

８．奄美群島振興開発基金の平成１６年度事業は、同
基金を廃止し設立される独立行政法人奄美群島
振興開発基金（仮称）に承継される。

９．本表のほかに、以下の財投機関債がある。
・住宅金融公庫 １５，０００億円 （８，５００億円）
・都市基盤整備公団 １，２００億円 （９００億円）
・地域振興整備公団 １４０億円 （１００億円）
・日本道路公団 ５，３００億円 （５，１００億円）
・首都高速道路公団 ７００億円 （５００億円）
・阪神高速道路公団 ４５０億円 （３５０億円）
・本州四国連絡橋公団 １００億円 （－）
・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機
構 ６５０億円 （６５０億円）
・成田国際空港株式会社 ７９７億円 （４１３億円）
・独立行政法人水資源機構 １５０億円 （１３０億円）
　　　　　計 ２４，４８７億円 （１６，６４３億円）
※（　）内は、前年度
１０．計数は、整理の結果異動することがある。

０．０７１４５，６００２，０９４，７００住 宅 金 融 公 庫

１．２２１，０９９，５００９００，１００都市基盤整備公団独 立 行 政
法 人 都 市
再 生 機 構 ０．９１１５，２００１６，７００地域振興整備公団

１．００２，２１３，０００２，２１３，０００日 本 道 路 公 団

０．９５４４７，８００４６９，０００首 都 高 速 道 路 公 団

０．７１２６２，５００３７０，４００阪 神 高 速 道 路 公 団

０．５８８７，６００１５０，４００本 州 四 国 連 絡 橋 公 団

１．１２１０７，２００９６，０００独立行政法人鉄道建設・
運 輸 施 設 整 備 支 援 機 構

０．６５２５，８００３９，９００成 田 国 際 空 港 株 式 会 社

０．４７２５，８００５４，４００関 西 国 際 空 港 株 式 会 社

－－１７，３００中 部 国 際 空 港 株 式 会 社

０．８８４７，０００５３，６００空 港 整 備 特 別 会 計

０．７２３３，０００４５，７００独立行政法人水資源機構

０．３８５，０００１３，０００都市開発資金融通特別会計

１．３３８００６００民 間 都 市 開 発 推 進 機 構

１．００３００３００奄 美 群 島 振 興 開 発 基 金
（独立行政法人奄美群島振興開発基金）

０．６９４，５１６，１００６，５３５，１００合　　　　　計

平成１６年度道路関係予算総括表 （単位：百万円）

備　　　　　　　　　考
対前年度
倍　　率
（B／A）

平成１６年度
概算決定額
（B）

平成１５年度
予　算　額
（A）

事　　　　　　　　項

１．道路整備特別会計国費として、
この他に河川等関連公共施設整
備促進事業２８，０００百万円（前年度
３０，０００百万円）がある。

２．道路環境整備には、住宅市街地
総合整備事業６０，１０４百万円（前年
度７０，４４６百万円）、都市再生総合
整備事業３，０００百万円がある。

３．本表のほかに、ＮＴＴ事業償還
時補助等１３４，１７９百万円がある。

０．９６２，３３１，６５０２，４３８，７２０一 般 会 計 繰 入

０．９４１，７７４，８２５１，８８３，３５０道 路 整 備

１．００５５６，８２５５５５，３７０道 路 環 境 整 備

０．７８６９，６３４８９，４７２Ｎ Ｔ Ｔ － Ａ 型

１．０１７０７，２００７０３，３００揮 発 油 税 直 入 額

０．９３６９，７１５７４，５９８貸 付 金 償 還 金 等

０．９６３，１７８，１９９３，３０６，０９０合　 　 　 　 　 計

（再計）

０．９７３，００２，５４２３，０９９，０２７一 般 道 路

０．８５１７５，６５７２０７，０６３有 料 道 路
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政 策

平成１６年度都市・地域整備局予算総括表（国費） （単位：百万円）

備　　　　　　　考
NTT

償還時補助
NTT－A

対前年度
倍　　率
（B／A）

平成１６年度
概算決定額
（B）

平成１５年度
予　算　額
（A）

事　　　　　　　　項

２４，９９１－０．９４８２９，０９３８８１，２３４下 水 道 事 業
４，００１４００．９４１３０，９２４１３８，８３９都 市 公 園 事 業
１，８２４－１．３６２３６，７１４１７３，４４６都 市 環 境 整 備 事 業
１，８２４－１．７８１８３，７２７１０３，４５６市 街 地 整 備
４９２－１．０１１６，９３２１６，７９５市 街 地 再 開 発 事 業 等
３３７－１．０３１８，２８３１７，６６９都 市 再 生 推 進 事 業 等
－－皆増１３３，００００ま ち づ く り 交 付 金
９９５－０．２２１５，５１２６８，９９２そ の 他 市 街 地 整 備
－－０．１０２，２００２２，２００道 路 環 境 整 備
－－１．０６５０，７８７４７，７９０都 市 水 環 境 整 備
－－１．０５４５，７８７４３，７９０都 市 水 環 境 整 備
－－１．２５５，０００４，０００緑 地 環 境 整 備

－－０．７０６６０９４５住 宅 宅 地 供 給 促 進 型 土 地
区 画 整 理 事 業 資 金 貸 付 金

３０，８１６４０１．００１，１９７，３９１１，１９４，４６４一 般 会 計 計
－５１２０．９６５３４，２４８５５４，０３２街 路 事 業
－５１２０．９７３７９，３３９３９１，２０７街 路 事 業
－－０．９５１２３，１１２１２９，９９０土 地 区 画 整 理 事 業
－－０．９５２２，８２８２４，０３６市 街 地 再 開 発 事 業 等
－－１．０３７，６３１７，４００連続立体交差関連公共施設整備
－－０．９６１，３３８１，３９９街 路 交 通 調 査
－２７，１３２０．９５３０，６００３２，３００都 市 高 速 道 路
－２７，１３２０．９７１８，８００１９，４００首 都 高 速 道 路 公 団
－－０．９１１１，８００１２，９００阪 神 高 速 道 路 公 団
－－１．００１，０００１，０００都 市 再 生 事 業 資 金 貸 付 金
０２７，６４４０．９６５６５，８４８５８７，３３２道 路 特 会 計

３０，８１６２７，６８４０．９９１，７６３，２３９１，７８１，７９６都 市 ・ 地 域 整 備 局
（ 一 般 公 共 事 業 費 ） 計

－－０．９９４１４４１８災 害 関 係
－－０．９７５，４７９５，６４７行 政 経 費

平成１６年度　特定地域振興対策関係予算額 （単位：百万円）

備　　　　　　　考
NTT

償還時補助
NTT－A

対前年度
倍　　率
（B／A）

平成１６年度
概算決定額
（B）

平成１５年度
予　算　額
（A）

事　　　　　　　　項

－－０．９３１２１，９４８１３１，２８２離 島 振 興
－－０．９３１２１，６７５１３１，０００公 共 事 業
－－０．９７２７３２８２行 政 経 費
－－０．９６３５，５９１３６，９９０奄 美 振 興
－－０．９６３５，０９７３６，５０８公 共 事 業
－－１．０２４９４４８２行 政 経 費
－－０．９７１，７７１１，８２７小 笠 原 振 興
－－０．９６１８８１９５豪 雪 地 帯 振 興
－－０．９６７４７７半 島 振 興
－－０．９４１５９，５７１１７０，３７０合　　　　　計
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政 策

平成１６年度河川局所管予算決定総括表（国費） （単位：百万円）

備　　　　　　　考
対前年度
倍　　率
（B／A）

平成１６年度
概算決定額
（B）

平成１５年度
予　算　額
（A）

事　　　　　　　　項

１．治水事業等には、道路関係社会資本分として決
定額２８，０００百万円（前年度３０，０００百万円）を含む。

２．治水事業には、前年度余剰金等として決定額
９，０５０百万円（前年度５，１２７百万円）を含む。

３．本表のほかにＮＴＴ事業償還時補助等内示額
５１，２１３百万円及び行政部費１，９４２百万円（前年度
１，９８７百万円）がある。

４．前年度には本表のほかにＮＴＴ－Ａ型２０百万円
がある。

０．９６９８９，２８９１，０３４，３８０治水事業等

０．９５９２０，０６８９６３，７７８治水事業

０．９３４７７，６７１５１１，５１８河　　　川

０．９９２６４，０７２２６６，５３３ダ　　　ム

０．９６１７５，７９０１８３，１１４砂　　　防

０．９６１，０８２１，１３２機　　　械

０．９８１，４５３１，４８１独立行政法人
土木研究所

０．９４３９，４５３４２，１８６急傾斜地崩壊対策等事業

１．０５２９，７６８２８，４１６都市水環境整備事業

０．８５８，１８６９，６３０住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業

１．００１７，０００１７，０００下水道関連特定治水施設整備事業

０．９６１，０１４，４７５１，０６１，０１０小　　　　　計

０．９４２７，４９５２９，３１５海岸事業

０．９６１，０４１，９７０１，０９０，３２５計

１．００５１，２６３５１，２５９災害復旧関係事業

１．００４２，５３３４２，５３９災害復旧

１．００８，７３０８，７２０災害関連

０．９６１，０９３，２３３１，１４１，５８４合　　　　　計


